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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
注 １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、（ ）内に年間の平均臨時雇用人員数を外数で記載して

おります。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

４ 平成21年３月期において、平成20年８月にドイツに設立したDJK EUROPE GMBHを新たに連結の範囲に含めてお

ります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 112,018 112,860 123,336 135,050 127,285

経常利益 (百万円) 3,687 4,146 4,798 5,442 3,092

当期純利益 (百万円) 1,920 2,354 2,687 3,000 1,384

純資産額 (百万円) 18,555 21,910 24,151 24,115 21,694

総資産額 (百万円) 69,520 66,875 74,267 82,532 64,066

１株当たり純資産額 (円) 328.20 384.33 420.00 423.39 410.63

１株当たり当期純利益 (円) 33.73 40.43 47.27 52.83 25.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 33.27 40.20 47.10 52.67 25.71

自己資本比率 (％) 26.69 32.76 32.15 28.87 33.39

自己資本利益率 (％) 10.89 11.64 11.74 12.58 6.13

株価収益率 (倍) 11.18 15.93 12.35 8.67 9.32

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,571 2,970 6,492 2,644 8,526

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △858 △1,127 △655 △2,462 △592

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,798 △8,206 △4,235 △221 △2,985

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 11,467 5,542 7,759 7,575 12,282

従業員数 
(ほか平均臨時雇用人員数) 

(名)
651
(62) 

760
(103) 

892
(70) 

931 
(62) 

942
(50) 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
注 １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成20年３月期の１株当たり配当額18円には、創立60周年記念配当３円を含んでおります。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、（ ）内に年間の平均臨時雇用人員数を外数で記載して

おります。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

  

  

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 106,371 108,081 114,035 124,598 117,193

経常利益 (百万円) 3,220 3,394 3,721 4,251 2,748

当期純利益 (百万円) 1,617 1,811 2,101 2,421 1,495

資本金 (百万円) 5,105 5,105 5,105 5,105 5,105

発行済株式総数 (千株) 57,432 57,432 57,432 57,432 57,432

純資産額 (百万円) 17,776 20,658 21,593 21,106 18,974

総資産額 (百万円) 67,182 64,249 70,101 77,384 59,411

１株当たり純資産額 (円) 314.54 362.45 379.79 375.09 364.20

１株当たり配当額 
(円)

9.00 11.00 13.00 18.00 11.00
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(―) (―) (―) (6.50) (7.50)

１株当たり当期純利益 (円) 28.42 30.99 36.97 42.65 27.83

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 28.04 30.82 36.84 42.52 27.77

自己資本比率 (％) 26.46 32.15 30.80 27.27 31.94

自己資本利益率 (％) 9.48 9.43 9.95 11.34 7.46

株価収益率 (倍) 13.27 20.78 15.80 10.74 8.62

配当性向 (％) 31.67 35.50 35.16 42.20 39.53

従業員数 
(ほか平均臨時雇用人員数) 

(名)
438
(62) 

448
(77) 

432
(46) 

433 
(38) 

436
(34) 
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２ 【沿革】

昭和23年８月 第一実業株式会社を設立

昭和27年９月 大阪出張所開設（現・大阪支店）

昭和35年９月 名古屋出張所開設（現・名古屋支店）

昭和36年５月 広島出張所開設（現・広島支店）

昭和37年８月 東京証券取引所市場第二部に上場

昭和39年１月 北九州出張所開設（現・福岡支店）

昭和39年８月 札幌出張所（現・札幌支店）、仙台出張所（現・東北支店）開設 

昭和43年４月 ニューヨーク駐在員事務所開設

昭和44年４月 子会社第一機械販売株式会社（現・株式会社フロー・ダイナミックス）を設立 

昭和45年６月 子会社第一機械サービス株式会社（現・株式会社第一メカテック）を設立（現・連結子会
社） 

昭和46年７月 シンガポール駐在員事務所開設（旧シンガポール支店）

昭和47年１月 クアラルンプール駐在員事務所開設

昭和47年４月 現地法人DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC.を設立(現・連結子会社)し、ニューヨーク駐

在員事務所を吸収 

昭和49年２月 東京証券取引所市場第一部に上場指定替

昭和50年10月 静岡出張所開設 

昭和58年11月 ロンドン駐在員事務所開設（現・ロンドン支店）

昭和60年10月 香港駐在員事務所開設（旧香港支店）

昭和61年２月 川口市にD.S.T.センター（Demonstration, Service & Training Center）竣工 

昭和62年３月 子会社第一プラスチック株式会社（現・株式会社DJTECH）を設立（現・連結子会社）

昭和62年12月 第一アールストローム株式会社（現・第一スルザー株式会社）を設立（現・関連会社）

昭和63年８月 現地法人一實股份有限公司（台湾）を設立

平成元年６月 クアラルンプール駐在員事務所を現地法人DAI-ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) SDN. BHD.

（現・連結子会社）として設立 

平成６年９月 本社を神田錦町より現在地へ移転

平成７年４月 DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD.を設立（現・連結子会社） 

平成８年７月 子会社ディー・ジェー・ケー興産株式会社を設立

平成８年７月 子会社第一エンジニアリング株式会社を設立

平成８年10月 マニラ、ジャカルタ駐在員事務所開設

平成９年12月 現地法人上海一実貿易有限公司を設立（現・連結子会社）

平成11年６月 マニラ駐在員事務所を現地法人DAIICHI JITSUGYO (PHILIPPINES), INC.（現・連結子会

社）として設立 

平成13年７月 深圳事務所開設 

平成13年10月 フランクフルト駐在員事務所開設

平成15年12月 プラハ事務所開設 

平成16年４月 ソウル駐在員事務所（現・ソウル支店）およびホーチミン駐在員事務所開設 

平成17年５月 ブダペスト事務所開設

平成17年７月 ハノイ駐在員事務所開設

平成17年８月 シンガポールにアセアン地域統括会社として現地法人DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.

（現・連結子会社）を設立 

平成17年８月 カネボウビジョンシステム株式会社（現・第一実業ビスウィル株式会社）の株式を取得

（現・連結子会社） 

平成17年10月 現地法人第一実業(香港)有限公司を設立（現・連結子会社）

平成18年３月 現地法人第一実業(広州)貿易有限公司を設立

平成18年４月 シンガポール支店およびジャカルタ、ホーチミン、ハノイ各駐在員事務所の事業を

DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.へ譲渡 

平成19年１月 現地法人DAIICHI JITSUGYO DO BRASIL COMERCIO DE MAQUINAS LTDA.を設立 

平成19年４月 香港支店および深圳事務所の事業を現地法人第一実業(香港)有限公司へ譲渡 

平成19年12月 ワルシャワ事務所開設

平成19年12月 アセアン地域統括会社DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.にバンガロール事務所開設 

平成20年８月 フランクフルト駐在員事務所を現地法人DJK EUROPE GMBH（現・連結子会社）として設立 

平成20年10月 ソウル駐在員事務所を支店に昇格 
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当社の企業集団は、当社、子会社21社および関連会社４社で構成され、各種機械・器具・部品、各種管材、プラス

チック原料の販売および各種機器・不動産の賃貸等を主な内容とし、国内販売ならびに輸出入を行っております。ま

た、一部商品につきましては、子会社が製造を行っております。 
当グループの事業に係わる位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

機械関係事業 
各種機械・器具・部品の販売およびこれらの修理・保守・点検を行っており、当社が仕入先から直接仕入れて販

売するほか、一部は子会社㈱第一メカテック、DAIICHI JITSUGYO (AMERICA)，INC.、㈱DJTECH、第一実業ビスウィ

ル㈱および関連会社第一スルザー㈱、ナトコジャパン㈱から仕入れております。 
また、子会社㈱第一メカテック、DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC.、DJK EUROPE GMBH、上海一実貿易有限公

司、第一実業(香港)有限公司、DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD.、DAI-ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) SDN．BHD.、

DAIICHI JITSUGYO(PHILIPPINES), INC.、DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD. および非連結子会社一實股份有

限公司は当社から仕入れて販売するほか、一部は仕入先より直接仕入れて販売しております。 
子会社㈱DJTECHは半導体装置・画像応用装置等、第一実業ビスウィル㈱は外観検査装置をそれぞれ開発・設計・

製造しており、当社が販売し、一部は直接得意先に販売しております。 
材料関係事業 

各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品の販売を行っており、当社が仕入先より直接仕入れて

販売しております。 
その他の事業 

機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業等を行っており、当社が直接得意先に賃貸・役務の提供を行っ

ております。 
  
事業の系統図は次のとおりであります。 

  
 

３ 【事業の内容】
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連結子会社ならびに主要な非連結子会社および関連会社は次のとおりであります。 

  

連結子会社 

   
  
非連結子会社 

  

   
  
関連会社 

  

 
  

㈱第一メカテック 産業用各種機械器具の修理・製造・販売 

㈱DJTECH 
半導体検査装置・製造装置および部品、画像認識応用システ

ムの開発・設計・製造・販売ならびに保守 

第一実業ビスウィル㈱ 外観検査装置の開発・製造 

DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC. 産業用各種機械器具の販売 

DJK EUROPE GMBH 〃 

上海一実貿易有限公司 〃 

第一実業(香港)有限公司 〃 

DAIICHI JITSUGYO ASIA PTE. LTD. 〃 

DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD.  〃 

DAI-ICHI JITSUGYO (MALAYSIA) SDN. BHD. 〃 

DAIICHI JITSUGYO (PHILIPPINES), INC. 〃 

㈱フロー・ダイナミックス 産業用各種機械器具の製造・販売 

ディー・ジェー・ケー興産㈱ 産業用各種機械器具の販売 

第一エンジニアリング㈱ 
熱電併給、原動機等機械装置システムの開発・設計・施工・

販売 

一實股份有限公司 産業用各種機械器具の販売 

第一実業(広州)貿易有限公司 〃 

第一スルザー㈱ 紙・パルプ製造加工用ポンプ、関連機器の製造・販売 

ナトコジャパン㈱ 石油・ガス生産用機器および装置の設計・製作・販売 

杭州哈利瑪電材技術有限公司 クリーム半田の製造・販売 

HARIMATEC MALAYSIA SDN. BHD. 〃 
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注 １ 議決権の所有（被所有）割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

３ DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC.は、特定子会社であります。 

４ 上記各社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

５ ㈱第一メカテックの登記上の本社は、東京都千代田区であります。また、DAIICHI JITSUGYO (AMERICA), INC.

の登記上の本社は、米国ニューヨーク州であります。 

６ DAIICHI JITSUGYO (THAILAND) CO., LTD.の持分は50％以下ですが、実質的に支配しているため、子会社とし

ております。 

    

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 

(％)
関係内容

(連結子会社)   所有
 
㈱第一メカテック 
  

埼玉県川口市 

注５ 

 

 
160 機械関係事業 100 

(―)
当社の機械関係の販売および修理・サー
ビスを行っております。 
役員の兼任５名（うち当社従業員１名） 
土地・建物を賃貸しております。 
  

㈱DJTECH 
 

 
 

埼玉県入間郡毛呂山町 
 

 
 

80 機械関係事業 100 
(―)

当社が販売する機械関係の開発・製造を
行っております。 
役員の兼任５名（うち当社従業員１名） 
  

 
第一実業ビスウィル㈱ 
  

 
大阪府吹田市 100 機械関係事業 100 

(―)
当社が販売する機械関係の開発・製造を
行っております。 
役員の兼任５名（うち当社従業員２名） 
  

DAIICHI JITSUGYO 
(AMERICA), INC. 

注３ 

 
米国イリノイ州 

注５ 

 

 
千US$ 
4,000 

機械関係事業 100 
(―)

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任７名（うち当社従業員１名） 
当社が銀行借入の保証を行っておりま
す。(US$350千) 
  

 
DJK EUROPE GMBH 
  

 
ドイツ連邦共和国 
ヘッセン州 

千EUR 
25 

機械関係事業 100 
(―)

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任１名（うち当社従業員１名） 

 
上海一実貿易有限公司 
  

 
中華人民共和国上海市 千US$ 

1,000 
機械関係事業 100 

(―)
当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任６名 

 
第一実業(香港) 
有限公司 

 
中華人民共和国 
香港特別行政区 

  194 機械関係事業 100 
(―)
     

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任６名（うち当社従業員１名） 

 
DAIICHI JITSUGYO 
ASIA PTE. LTD. 
  

シンガポール共和国 
 

317 
  

機械関係事業 100 
(―)

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任７名（うち当社従業員２名）
当社が契約履行の保証を行っておりま
す。(US$120千、6百万円) 
  

DAIICHI JITSUGYO 
(THAILAND) CO., LTD. 

注６ 

   
タイ王国バンコク 千BHT 

10,000 
機械関係事業 49 

(49)
当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任３名（うち当社従業員１名） 

 
DAI-ICHI JITSUGYO 
(MALAYSIA) SDN. BHD. 
  

 
マレーシア国 
クアラルンプール 

千RM 
1,500 

機械関係事業 100 
(100)

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任５名（うち当社従業員２名） 

 
DAIICHI JITSUGYO 
(PHILIPPINES), INC. 
  

 
フィリピン共和国 
マカティ市 

千PHP 
9,675 

機械関係事業 100 
(100)

当社との輸出入取引を行っております。 
役員の兼任４名（うち当社従業員２名） 

─ 7 ─



(1) 連結会社の状況 

平成21年３月31日現在 

 
注 １ 従業員数は就業人員であります。なお、（ ）内に年間の平均臨時雇用人員数を外数で記載しております。

また、臨時雇用人員は主に製造子会社における派遣技術者および海外事業所における嘱託契約の従業員であ

ります。 

２ 従業員数には、当連結会計年度より新たに連結範囲に含めたDJK EUROPE GMBHの従業員数６名を含んでおり

ます。 

    

(2) 提出会社の状況 

平成21年３月31日現在 

 
注 １ 従業員数は就業人員であります。なお、（ ）内に年間の平均臨時雇用人員数を外数で記載しております。

また、臨時雇用人員は主に製造子会社における派遣技術者および海外事業所における嘱託契約の従業員であ

ります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社および連結子会社には労働組合はありません。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

機械関係事業 832(35) 

材料関係事業 12( 1) 

その他の事業 2( 0) 

全社(共通) 96(14) 

合計 942(50) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

436(34) 38.2 12.2 7,053

─ 8 ─































































②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 135,050 127,285

売上原価 117,794 ※1, ※2  112,997

売上総利益 17,255 14,287

販売費及び一般管理費   

役員報酬及び給料手当 4,313 4,283

賞与 673 641

賞与引当金繰入額 542 367

役員賞与引当金繰入額 90 57

役員退職慰労引当金繰入額 81 45

退職給付費用 222 270

福利厚生費 948 1,010

旅費 1,009 820

通信費 281 252

賃借料 1,087 1,068

交際費 320 298

事業税及び事業所税額 65 57

減価償却費 92 121

自動車費 282 278

貸倒引当金繰入額 20 29

のれん償却額 105 105

その他 ※2  1,846 ※2  1,684

販売費及び一般管理費合計 11,982 11,394

営業利益 5,273 2,893

営業外収益   

受取利息 61 85

受取配当金 151 134

仕入割引 290 211

その他 53 59

営業外収益合計 556 491

営業外費用   

支払利息 108 64

為替差損 89 75

支払手数料 67 68

コミットメントフィー 20 25

その他 101 58

営業外費用合計 387 291

経常利益 5,442 3,092

─ 39 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※3  88 ※3  2

投資有価証券売却益 365 4

その他 3 0

特別利益合計 458 7

特別損失   

固定資産売却損 ※4  2 ※4  0

固定資産除却損 ※5  17 ※5  5

役員退職慰労金 32 －

投資有価証券評価損 425 27

会員権評価損 － 7

貸倒引当金繰入額 7 －

その他 － 3

特別損失合計 485 44

税金等調整前当期純利益 5,414 3,055

法人税、住民税及び事業税 2,298 1,259

法人税等調整額 51 359

法人税等合計 2,349 1,619

少数株主利益 64 51

当期純利益 3,000 1,384

─ 40 ─



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,105 5,105

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,105 5,105

資本剰余金   

前期末残高 3,792 3,792

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 3,792 3,791

利益剰余金   

前期末残高 12,752 14,635

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 2

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

当期純利益 3,000 1,384

連結範囲の変動 △8 －

当期変動額合計 1,883 346

当期末残高 14,635 14,985

自己株式   

前期末残高 △139 △421

当期変動額   

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 7 9

当期変動額合計 △282 △1,803

当期末残高 △421 △2,225

株主資本合計   

前期末残高 21,510 23,111

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 2

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

当期純利益 3,000 1,384

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 8 7

連結範囲の変動 △8 －

当期変動額合計 1,601 △1,458

当期末残高 23,111 21,656

─ 41 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,335 831

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,504 △779

当期変動額合計 △1,504 △779

当期末残高 831 51

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 14 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 △9

当期変動額合計 △13 △9

当期末残高 0 △8

為替換算調整勘定   

前期末残高 19 △119

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △139 △187

当期変動額合計 △139 △187

当期末残高 △119 △306

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,369 712

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,657 △975

当期変動額合計 △1,657 △975

当期末残高 712 △263

少数株主持分   

前期末残高 271 291

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 20 9

当期変動額合計 20 9

当期末残高 291 300

純資産合計   

前期末残高 24,151 24,115

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 2

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

当期純利益 3,000 1,384

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 8 7

連結範囲の変動 △8 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,636 △966

当期変動額合計 △35 △2,424

当期末残高 24,115 21,694

─ 42 ─



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,414 3,055

減価償却費 382 357

のれん償却額 105 105

貸倒引当金の増減額（△は減少） 26 16

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △222

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8 △32

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △56 20

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7 60

受取利息及び受取配当金 △218 △220

支払利息 108 64

為替差損益（△は益） 89 111

投資有価証券売却損益（△は益） △365 △4

投資有価証券評価損益（△は益） 425 27

会員権評価損 － 7

固定資産売却損益（△は益） △85 △2

固定資産除却損 17 5

売上債権の増減額（△は増加） 1,356 10,348

前渡金の増減額（△は増加） △4,372 7,284

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,346 3,200

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,792 679

仕入債務の増減額（△は減少） △486 △7,762

前受金の増減額（△は減少） 8,848 △6,486

その他の流動負債の増減額（△は減少） △15 △214

賃貸資産の取得による支出 △362 △64

その他 △44 284

小計 4,636 10,619

利息及び配当金の受取額 216 215

利息の支払額 △106 △66

法人税等の支払額 △2,102 △2,241

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,644 8,526

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 212 △8

有形固定資産の取得による支出 △298 △140

有形固定資産の売却による収入 245 4

無形固定資産の取得による支出 △24 △62

投資有価証券の取得による支出 △3,088 △342

投資有価証券の売却による収入 482 12

貸付けによる支出 △30 △95

貸付金の回収による収入 27 44

ゴルフ会員権の売却による収入 11 8

その他 － △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,462 △592

─ 43 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,317 4

長期借入金の返済による支出 △150 △150

自己株式の取得による支出 △290 △1,812

自己株式の売却による収入 7 7

配当金の支払額 △1,106 △1,035

財務活動によるキャッシュ・フロー △221 △2,985

現金及び現金同等物に係る換算差額 △161 △241

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △200 4,706

現金及び現金同等物の期首残高 7,759 7,575

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 16 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  7,575 ※1  12,282

─ 44 ─







































































②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 124,598 117,193

売上原価   

商品期首たな卸高 854 4,280

当期商品仕入高 116,348 ※1  104,660

合計 117,203 108,940

商品期末たな卸高 4,280 1,541

商品売上原価 112,923 107,398

売上原価合計 112,923 107,398

売上総利益 11,674 9,794

販売費及び一般管理費   

役員報酬 222 199

給料 2,487 2,418

賞与 517 498

賞与引当金繰入額 470 314

役員賞与引当金繰入額 70 49

退職給付費用 185 216

役員退職慰労引当金繰入額 59 35

福利厚生費 691 756

旅費 632 506

通信費 158 145

事務用消耗品費 24 20

図書印刷費 25 25

賃借料 711 711

交際費 241 229

広告宣伝費 115 89

保険料 53 47

租税公課 26 26

事業税及び事業所税額 63 49

減価償却費 40 63

水道光熱費 18 19

調査費 8 7

自動車費 165 160

貸倒引当金繰入額 13 29

雑費 739 748

販売費及び一般管理費合計 7,740 7,370

営業利益 3,934 2,423

営業外収益   

受取利息 ※5  57 ※5  43

有価証券利息 5 33

受取配当金 ※5  211 ※5  266

仕入割引 287 210

受取手数料 ※5  13 ※5  12

その他 31 42

営業外収益合計 607 608

─ 79 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 89 60

支払手数料 114 78

コミットメントフィー 20 25

為替差損 65 100

その他 － 19

営業外費用合計 290 284

経常利益 4,251 2,748

特別利益   

固定資産売却益 ※2  82 －

投資有価証券売却益 365 4

その他 3 0

特別利益合計 451 5

特別損失   

固定資産売却損 － ※3  0

固定資産除却損 ※4  0 ※4  3

役員退職慰労金 32 －

投資有価証券評価損 425 27

貸倒引当金繰入額 7 －

会員権評価損 － 6

その他 － 3

特別損失合計 466 40

税引前当期純利益 4,237 2,712

法人税、住民税及び事業税 1,799 1,054

法人税等調整額 16 162

法人税等合計 1,815 1,216

当期純利益 2,421 1,495
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,105 5,105

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,105 5,105

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 3,786 3,786

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,786 3,786

その他資本剰余金   

前期末残高 6 6

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 6 4

資本剰余金合計   

前期末残高 3,792 3,792

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 3,792 3,791

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 970 970

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 970 970

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金   

前期末残高 40 38

当期変動額   

建物圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 38 36

別途積立金   

前期末残高 4,442 4,442

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,442 4,442

─ 81 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,035 6,350

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

建物圧縮積立金の取崩 1 1

当期純利益 2,421 1,495

当期変動額合計 1,314 459

当期末残高 6,350 6,810

利益剰余金合計   

前期末残高 10,488 11,801

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

建物圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 2,421 1,495

当期変動額合計 1,313 458

当期末残高 11,801 12,259

自己株式   

前期末残高 △139 △421

当期変動額   

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 7 9

当期変動額合計 △282 △1,803

当期末残高 △421 △2,225

株主資本合計   

前期末残高 19,246 20,277

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

当期純利益 2,421 1,495

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 8 7

当期変動額合計 1,030 △1,346

当期末残高 20,277 18,930

─ 82 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,332 828

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,504 △775

当期変動額合計 △1,504 △775

当期末残高 828 52

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 14 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 △9

当期変動額合計 △13 △9

当期末残高 0 △8

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,347 828

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,518 △785

当期変動額合計 △1,518 △785

当期末残高 828 43

純資産合計   

前期末残高 21,593 21,106

当期変動額   

剰余金の配当 △1,108 △1,037

当期純利益 2,421 1,495

自己株式の取得 △290 △1,812

自己株式の処分 8 7

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,518 △785

当期変動額合計 △487 △2,131

当期末残高 21,106 18,974

─ 83 ─





















































 

  

平成20年６月25日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている第一実業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



 

  

平成21年６月25日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている第一実業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、第一実業株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、第一実業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



 

  

平成20年６月25日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている第一実業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第85期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、第一実業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成21年６月25日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている第一実業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第86期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、第一実業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

監査法人トーマツ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  世  浩  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月25日 

【会社名】 第一実業株式会社 

【英訳名】 DAIICHI JITSUGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    矢 野 邦 宏 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務取締役 下 田 正 伸 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区二番町11番19号(興和二番町ビル) 

【縦覧に供する場所】 第一実業株式会社 大阪支店 

  (大阪市北区西天満５丁目14番10号 梅田UNビル) 

 第一実業株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市中区錦２丁目３番４号 名古屋錦フロントタワー) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長である矢野邦宏および当社最高財務責任者である下田正伸は、財務報告に係る内部

統制の整備および運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価

及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見

書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備および運用して

おります。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止または発見することができない可能性があります。 

  

当社は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として、財務報告に係る内部統制の評価を

行い、この評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

しております。 

財務報告に係る内部統制の評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統

制（全社的な内部統制）の評価を行ったうえで、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選

定しております。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析したうえで、財務

報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備および運用状

況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社および連結子会社11社について、財務報告の信頼性に及

ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金

額的および質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社および連結子会社８社を対象として行った全

社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。

なお、連結子会社３社については、金額的および質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内

部統制の評価範囲に含めておりません。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、親会社の前連結会計年度の売上高（連結会社間取

引消去前）の金額をもって前連結会計年度の売上高の２／３に達しており、親会社１事業拠点を「重要な

事業拠点」とし、事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金およびたな卸資産に至る業務プ

ロセスを評価の対象としました。なお、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の

発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っ

ている事業または業務に係る業務プロセスはありません。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月25日 

【会社名】 第一実業株式会社 

【英訳名】 DAIICHI JITSUGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    矢 野 邦 宏 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務取締役 下 田 正 伸 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区二番町11番19号(興和二番町ビル) 

【縦覧に供する場所】 第一実業株式会社 大阪支店 

  (大阪市北区西天満５丁目14番10号 梅田UNビル) 

 第一実業株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市中区錦２丁目３番４号 名古屋錦フロントタワー) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長矢野邦宏及び当社最高財務責任者下田正伸は、当社の第86期(自 平成20年４月１

日 至 平成21年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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